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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第96期

中間連結会計期間
第97期

中間連結会計期間
第96期

会計期間
自2025年１月１日
至2025年６月30日

自2026年１月１日
至2026年６月30日

自2025年１月１日
至2025年12月31日

売上高 （百万円） 111,623 139,668 237,029

経常利益 （百万円） 20,381 30,272 49,274

親会社株主に帰属する

中間（当期）純利益
（百万円） 13,619 20,409 33,345

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 14,200 27,265 41,830

純資産額 （百万円） 218,866 260,983 242,299

総資産額 （百万円） 293,516 359,911 335,292

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 113.83 170.21 278.42

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益
（円） 113.73 170.12 278.21

自己資本比率 （％） 70.8 68.9 67.9

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 15,843 21,636 35,194

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △11,603 △16,707 △25,291

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △2,578 △8,342 3,172

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高
（百万円） 56,425 68,202 69,228

　（注）当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。

　なお、当中間連結会計期間において、micro resist technology GmbHは重要性が増したため、連結の範囲に含めて

おります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）財政状態および経営成績の状況

①　財政状態の分析

（資産）

　当中間連結会計期間末の資産合計は、3,599億11百万円で、前連結会計年度末に比べ246億18百万円増加いたしま

した。

　流動資産につきましては122億円増加いたしましたが、これは受取手形及び売掛金が74億79百万円、棚卸資産が

42億67百万円それぞれ増加したことが主な要因であります。

　固定資産につきましては124億18百万円増加いたしましたが、これは設備投資により有形固定資産が96億74百万

円増加したことが主な要因であります。

（負債）

　当中間連結会計期間末の負債合計は、989億27百万円で、前連結会計年度末に比べ59億34百万円増加いたしまし

た。これは支払手形及び買掛金が40億85百万円増加したことが主な要因であります。

（純資産）

　当中間連結会計期間末の純資産合計は、2,609億83百万円で、前連結会計年度末に比べ186億84百万円増加いたし

ました。これは利益剰余金が156億62百万円、その他有価証券評価差額金が36億31百万円それぞれ増加したことが

主な要因であります。

　この結果、当中間連結会計期間末の自己資本比率は68.9％となりました。

 

②　経営成績の状況

　当中間連結会計期間（2026年１月１日～2026年６月30日）における当社グループ製品の主な需要先でありますエ

レクトロニクス市場においては、データセンター向けAIサーバーの需要拡大により、半導体需要は前年同期を上回

りました。

　このような情勢下において当社グループは、「豊かな未来、社会の期待に化学で応える“The e-Material

Global Company™”」という経営ビジョンの実現に向け、2025年度から2027年度までの３カ年を対象とする中期経

営計画「tok中期計画2027」を推進しております。2026年２月には半導体市場および為替動向等を踏まえ、定量目

標の一部見直しを行い、引き続き、全社戦略の推進に総力をあげて取り組んでまいりました。

　この結果、当中間連結会計期間における売上高は1,396億68百万円（前年同期比25.1％増）、営業利益は288億54

百万円（同45.4％増）、経常利益は302億72百万円（同48.5％増）、親会社株主に帰属する中間純利益は204億９百

万円（同49.9％増）となりました。

 

　なお、エレクトロニクス機能材料の売上高は、741億55百万円（前年同期比27.5％増）、高純度化学薬品の売上

高は、630億８百万円（同21.2％増）、その他の売上高は、25億４百万円（同68.3％増)となりました。
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(2）キャッシュ・フローの状況

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益が増加したこと等によ

り、216億36百万円の資金収入（前年同期に比べ57億93百万円増加）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出等により、167億７百万円の資金投下

（前年同期に比べ51億４百万円増加）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払等により83億42百万円の資金支出（前年同期に比べ57億64

百万円増加）となりました。

　上記に加え、連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増加を考慮した結果、現金及び現金同等物の当中間

連結会計期間末残高は、前連結会計年度末に比べ10億25百万円減少し682億２百万円となりました。

 

(3）重要な会計上の見積りおよび当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の重要な会計上の見積りおよび当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(4）優先的に対処すべき事業上および財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上および財務上の課題に重要な変更およ

び新たに生じた課題はありません。
 
(5）研究開発活動

　当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、92億59百万円であります。

　なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 500,000,000

計 500,000,000

 

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在
発行数(株)

(2026年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年８月７日)

上場金融商品取引所名
または登録認可金融商
品取引業協会名

内容

普通株式 127,800,000 127,800,000
東京証券取引所

プライム市場

 権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式で、単元株

式数は100株でありま

す。

計 127,800,000 127,800,000 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式　
総数残高
（株）

資本金増減額
 

（百万円）

資本金残高
 

（百万円）

資本準備金　
増減額

（百万円）

資本準備金　
残高　　　
（百万円）

2026年１月１日～

2026年６月30日
― 127,800,000 ― 14,640 ― 15,207
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（５）【大株主の状況】

  2026年６月30日現在

氏名または名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）
東京都港区赤坂１－８－１ 16,607 13.84

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 東京都中央区晴海１－８－12 5,926 4.94

明治安田生命保険相互会社

(常任代理人　株式会社日本カストディ

銀行)

東京都千代田区丸の内２－１－１

(東京都中央区晴海１－８－12)
5,479 4.57

株式会社三菱UFJ銀行 東京都千代田区丸の内１－４－５ 3,622 3.02

株式会社横浜銀行

(常任代理人　株式会社日本カストディ

銀行)

神奈川県横浜市西区みなとみらい３－１－１

(東京都中央区晴海１－８－12)
3,079 2.57

公益財団法人東京応化科学技術振興財団 神奈川県川崎市中原区中丸子150 2,954 2.46

三菱UFJ信託銀行株式会社

(常任代理人　日本マスタートラスト信

託銀行株式会社)

東京都千代田区丸の内１－４－５

(東京都港区赤坂１－８－１)
2,861 2.38

三菱UFJキャピタル株式会社 東京都中央区日本橋２－３－４ 2,580 2.15

ＧＯＶＥＲＮＭＥＮＴ ＯＦ ＮＯＲＷＡ

Ｙ

（常任代理人　シティバンク、エヌ・エ

イ東京支店）

ＢＡＮＫＰＬＡＳＳＥＮ２，０１０７

ＯＳＬＯ １ ＯＳＬＯ ０１０７ ＮＯ

（東京都新宿区新宿６－27－30）

2,378 1.98

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区大手町２－６－４ 2,314 1.93

計 ― 47,804 39.84

　（注）１　当社は、自己株式を7,824千株所有しておりますが、上記大株主から除いております。

２　2024年７月29日付で公衆の縦覧に供されている株券等の大量保有に関する変更報告書において、株式会社三

菱UFJ銀行およびその共同保有者３社が2024年７月22日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨

が記載されているものの、三菱UFJアセットマネジメント株式会社およびファースト・センティア・インベ

スターズ（香港）リミテッドについては、当社として2026年６月30日現在における実質所有株式数の確認が

できませんので、上記大株主から除いております。なお、その変更報告書の内容は次のとおりであります。

氏名または名称 住所
保有株券等の

数
(千株)

株券等保有割合
(％)

株式会社三菱UFJ銀行 東京都千代田区丸の内１－４－５ 3,622 2.83

三菱UFJ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１－４－５ 4,758 3.72

三菱UFJアセットマネジメント株式会社 東京都港区東新橋１－９－１ 1,043 0.82

ファースト・センティア・インベス

ター ズ（香港）リミテッド (First

Sentier Investors (Hong Kong)

Limited)

25th Floor, One Exchange Square,

CENTRAL HONG KONG
135 0.11

計 ― 9,560 7.48
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式(自己株式等)  － － －

議決権制限株式(その他)  － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

－ 単元株式数100株
普通株式 7,824,000

完全議決権株式(その他) 普通株式 119,847,700 1,198,477 同上

単元未満株式 普通株式 128,300 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数  127,800,000 － －

総株主の議決権  － 1,198,477 －

　（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式91株を含めております。

 

 

②【自己株式等】

    2026年６月30日現在

所有者の氏名
または名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)

東京応化工業株式会社

神奈川県川崎市中原区

中丸子150番地
7,824,000 － 7,824,000 6.12

計 ― 7,824,000 － 7,824,000 6.12

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年１月１日から2026年６月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2025年12月31日)

当中間連結会計期間
(2026年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 70,962 70,794

受取手形及び売掛金 48,645 56,125

商品及び製品 14,910 17,115

仕掛品 10,849 11,682

原材料及び貯蔵品 18,246 19,476

その他 9,248 9,878

貸倒引当金 △90 △97

流動資産合計 172,773 184,974

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 43,383 49,179

その他（純額） 66,810 70,689

有形固定資産合計 110,193 119,868

無形固定資産 1,834 3,884

投資その他の資産   

退職給付に係る資産 10,083 10,155

その他 40,406 41,028

投資その他の資産合計 50,490 51,184

固定資産合計 162,518 174,937

資産合計 335,292 359,911
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2025年12月31日)

当中間連結会計期間
(2026年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 29,544 33,629

短期借入金 383 69

未払法人税等 6,863 7,906

賞与引当金 4,575 4,385

その他 18,005 18,149

流動負債合計 59,373 64,140

固定負債   

社債 10,000 10,000

長期借入金 16,100 16,100

退職給付に係る負債 359 387

その他 7,159 8,299

固定負債合計 33,619 34,787

負債合計 92,993 98,927

純資産の部   

株主資本   

資本金 14,640 14,640

資本剰余金 15,899 16,299

利益剰余金 184,384 200,046

自己株式 △16,586 △16,377

株主資本合計 198,337 214,609

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 11,492 15,124

為替換算調整勘定 14,103 14,780

退職給付に係る調整累計額 3,703 3,418

その他の包括利益累計額合計 29,299 33,323

新株予約権 79 43

非支配株主持分 14,583 13,007

純資産合計 242,299 260,983

負債純資産合計 335,292 359,911
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

売上高 111,623 139,668

売上原価 70,475 85,718

売上総利益 41,147 53,950

販売費及び一般管理費 ※１ 21,301 ※１ 25,096

営業利益 19,846 28,854

営業外収益   

受取利息 213 250

受取配当金 349 360

持分法による投資利益 151 265

デリバティブ評価益 － 60

助成金収入 396 535

その他 235 322

営業外収益合計 1,347 1,795

営業外費用   

支払利息 67 178

デリバティブ評価損 295 －

為替差損 167 161

その他 281 37

営業外費用合計 812 377

経常利益 20,381 30,272

特別利益   

固定資産売却益 9 357

投資有価証券売却益 － 945

条件付対価受入益 ※２ 1,422 －

特別利益合計 1,432 1,302

特別損失   

固定資産除却損 53 45

特別損失合計 53 45

税金等調整前中間純利益 21,761 31,529

法人税、住民税及び事業税 5,632 8,416

法人税等調整額 △219 △493

法人税等合計 5,413 7,922

中間純利益 16,347 23,606

非支配株主に帰属する中間純利益 2,728 3,197

親会社株主に帰属する中間純利益 13,619 20,409
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

中間純利益 16,347 23,606

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △104 3,631

為替換算調整勘定 △1,923 311

退職給付に係る調整額 △118 △284

その他の包括利益合計 △2,146 3,659

中間包括利益 14,200 27,265

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 11,714 23,917

非支配株主に係る中間包括利益 2,486 3,348
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 21,761 31,529

減価償却費 4,147 5,341

のれん償却額 － 113

賞与引当金の増減額（△は減少） 255 △200

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △446 225

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △162 △291

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △51 △45

受取利息及び受取配当金 △563 △611

支払利息 67 178

為替差損益（△は益） 224 0

デリバティブ評価損益（△は益） 295 △60

持分法による投資損益（△は益） △151 △265

固定資産売却損益（△は益） △9 △357

固定資産除却損 53 45

投資有価証券売却損益（△は益） － △945

条件付対価受入益 △1,422 －

売上債権の増減額（△は増加） △1,310 △6,583

棚卸資産の増減額（△は増加） △2,185 △4,069

仕入債務の増減額（△は減少） 1,572 3,447

前受金の増減額（△は減少） 18 360

その他 △593 791

小計 21,498 28,603

利息及び配当金の受取額 562 600

利息の支払額 △67 △179

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △6,149 △7,388

営業活動によるキャッシュ・フロー 15,843 21,636

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の償還による収入 3,000 －

有形固定資産の取得による支出 △13,849 △17,282

有形固定資産の売却による収入 29 590

投資有価証券の取得による支出 △2,837 △58

投資有価証券の売却による収入 － 1,210

無形固定資産の取得による支出 △321 △391

定期預金の純増減額（△は増加） 1,000 △791

条件付対価の決済による収入 1,422 －

その他 △46 14

投資活動によるキャッシュ・フロー △11,603 △16,707

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 363 －

短期借入金の返済による支出 △509 △401

長期借入れによる収入 10,000 －

長期借入金の返済による支出 △3,900 －

配当金の支払額 △4,072 △4,432

非支配株主への配当金の支払額 △4,184 △3,389

その他 △275 △119

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,578 △8,342

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,596 735

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 64 △2,678

現金及び現金同等物の期首残高 56,361 69,228

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減

額（△は減少）
－ 1,652

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 56,425 ※ 68,202
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　当中間連結会計期間において、micro resist technology GmbHは重要性が増したため、連結の範囲に含めており

ます。

 

（中間連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2025年１月１日
　　至 2025年６月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2026年１月１日
　　至 2026年６月30日）

保管・運送費 2,161百万円 2,601百万円

給料手当 4,430 5,323

賞与引当金繰入額 1,849 2,192

退職給付費用 76 22

研究用消耗品費 2,811 2,856

減価償却費 1,560 2,034

 

※２　条件付対価受入益

　前中間連結会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

　過去に締結した株式譲渡契約において、一定の条件を満たした場合に追加で対価を受領できる旨の条項が設け

られておりました。当中間連結会計期間において当該条件を満たし、追加で対価を受領したことから当該金額を

特別利益に計上しております。

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間連結会計期間
（自 2025年１月１日
至 2025年６月30日）

当中間連結会計期間
（自 2026年１月１日
至 2026年６月30日）

現金及び預金勘定 59,160百万円 70,794百万円

預入期間が３か月を超える定期預金

　(１年内長期預金を含む)
△2,734 △2,591

現金及び現金同等物 56,425 68,202
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

配当に関する事項

(1)　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年３月28日

定時株主総会
普通株式 4,078 34

2024年

12月31日

2025年

３月31日
利益剰余金

 

(2)　基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となる

もの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年８月６日

取締役会
普通株式 4,195 35

2025年

６月30日

2025年

９月８日
利益剰余金

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年１月１日　至　2026年６月30日）

配当に関する事項

(1)　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年３月27日

定時株主総会
普通株式 4,435 37

2025年

12月31日

2026年

３月30日
利益剰余金

 

(2)　基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となる

もの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年８月６日

取締役会
普通株式 4,799 40

2026年

６月30日

2026年

９月７日
利益剰余金

 

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　当社グループは、単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年１月１日　至　2026年６月30日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　当社グループは、単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当社グループは、単一セグメントであり、顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、以下のとおりであり

ます。

（単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年１月１日
至　2026年６月30日）

エレクトロニクス機能材料 58,149 74,155

高純度化学薬品 51,985 63,008

その他 1,488 2,504

顧客との契約から生じる収益 111,623 139,668

その他の収益 － －

外部顧客への売上高 111,623 139,668

 

 

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のと

おりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年１月１日
至　2026年６月30日）

(1）１株当たり中間純利益 113.83円 170.21円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する

中間純利益（百万円）
13,619 20,409

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

中間純利益（百万円）
13,619 20,409

普通株式の期中平均株式数（千株） 119,646 119,903

(2）潜在株式調整後１株当たり中間純利益 113.73円 170.12円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する

中間純利益調整額（百万円）
－ －

普通株式増加数（千株） 106 66

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり中間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、

前連結会計年度末から重要な変動があったものの概

要

－ －

 

 

２【その他】

　2026年８月６日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　(イ) 配当金の総額………………………………………4,799百万円

　(ロ) １株当たりの金額…………………………………40円00銭

 （ハ) 支払請求の効力発生日および支払開始日………2026年９月７日

(注)　　2026年６月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2026年８月７日

東 京 応 化 工 業 株 式 会 社

　 取 　締 　役 　会 　御　中

 

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ

　　 東　　京 　　事　　務　　所

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 神　　代　　　　　　勲

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 古　谷　　　大　二　郎

 

 

監査人の結論
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東
京応化工業株式会社の2026年1月1日から2026年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026
年1月1日から2026年6月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結
損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レ
ビューを行った。
　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公
正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東京応化工業株式会社及び連結子会社の2026年6月30日
現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状
況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。
 

監査人の結論の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レ
ビューを行った。期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レ
ビューにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規
定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子
会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、
結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間
連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。
　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成
することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ
とにある。
 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立
場から中間連結財務諸表に対する結論を表明することにある。
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　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビュー
の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
　・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その
他の期中レビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重
要な不確実性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表におい
て、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されてい
ないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な
不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の注記事項に注意を
喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中
間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結
論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企
業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

　・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を
含めた中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計
事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

　・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠
を入手する。監査人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責
任がある。監査人は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の
重要な発見事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し
たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するた
めの対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用
している場合はその内容について報告を行う。
 

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ
き利害関係はない。

以　上
（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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